
 

 

さいたま市依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関設置運営事業実施要綱 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、「依存症対策総合支援事業の実施について」（平成２９年６月

１３日付け障発０６１３第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の

別紙「依存症対策総合支援事業実施要綱」及び「依存症専門医療機関及び依存症治

療拠点機関の整備について」（平成２９年６月１３日付け障発０６１３第４号厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（以下「国要綱等」という。）に基づ

き、アルコール健康障害、薬物依存症及びギャンブル等依存症（以下「依存症等」

という。）患者などが適切な医療を受けられるようにするため、依存症専門医療機

関及び依存症治療拠点機関の設置等について定めることを目的とする。 

 （実施主体等） 

第２条 本事業の実施主体は、さいたま市（以下「市」という。）とする。 

２ 市は、本事業の一部を外部に委託して実施する。 

 （事業の内容） 

第３条 本事業の内容は下記のとおりとする。 

 ⑴ 依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関を指定すること。 

 ⑵ 依存症等に係る関連問題に対して、医療機関（前号で指定した医療機関を含む。

以下同じ。）等間の連携体制の構築を図ること。 

   第２章 依存症専門医療機関の指定等 

 （専門医療機関の指定） 

第４条 市は、国要綱等の別紙「依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関選定基

準」（以下「選定基準」という。）に基づき、申請があった保険医療機関について

審査の上、依存症専門医療機関（以下「専門医療機関」という。）として指定する。 

２ 前項の指定に当たっては、当該保険医療機関が満たす選定基準及び診療応需体制

に応じて、依存症等のいずれかもしくは複数の依存症に係る専門機関として指定す

る。 

 （指定の手続） 



 

 

第５条 指定を希望する保険医療機関は、様式第１号により市長あてに申請し、審査

を受けるものとする。 

２ 市は、当該保険医療機関からの申請を受け、選定基準を満たしているかどうか等

について審査を行う。 

３ 市は、当該保険医療機関に対し、選定基準を満たしているか確認するために、必

要な資料等の提供を求めることができる。 

４ 市は、専門医療機関を指定した際は、当該保険医療機関の開設者に対して、様式

第２号に定める指定通知書を発行する。 

 （選定基準に係る内容の変更・取消） 

第６条 専門医療機関は、申請内容に変更があった場合又は選定基準を満たさなくな

った場合は、速やかに様式第３号により市長に届け出なければならない。 

 （指定の辞退） 

第７条 専門医療機関が指定を辞退しようとするときは、辞退する日の属する月の前

々月末までに様式第４号により市長に届け出なければならない。 

 （指定の解除） 

第８条 市は、第６条による取消及び第７条による専門医療機関からの届出を受理し

た際は、速やかに様式第５号に定める指定解除通知書を発行する。 

 （定期の報告等） 

第９条 専門医療機関は、診療実績等について、様式第６号により、指定された期日

までに市長に報告しなければならない。 

２ 専門医療機関は、前項と別に、国若しくは依存症対策全国拠点機関（以下「全国

拠点機関」という。）又は市若しくは市指定の依存症治療拠点機関（以下「治療拠

点機関」という。）等から求めがあった場合には、必要事項を報告しなければなら

ない。 

 （専門医療機関の業務）   

第１０条 専門医療機関は、選定された依存症等についての専門的な医療の提供を行

うとともに、常に最新の医療提供ができる体制の整備を行う。 

   第３章 治療拠点機関の指定等 

 （治療拠点機関の指定） 



 

 

第１１条 市は、選定基準に基づき、前章で定める専門医療機関のうち申請があった

保険医療機関から、市内の依存症等に関する治療拠点となる医療機関を、審査の上、

治療拠点機関として指定する。ただし、市内に治療拠点機関に該当する保険医療機

関がない場合は、県内に所有地を有する保険医療機関を専門医療機関及び治療拠点

機関に指定することができる。 

２ 前項の指定に当たっては、当該専門医療機関が満たす選定基準及び診療応需体制、

並びに活動実績や地域性を勘案し、１か所又は複数箇所指定する。 

３ 指定の手続き等については、第５条から第８条までの規定を準用する。この場合

において同条中「専門医療機関」とあるのは「治療拠点機関」と読み替える。 

 （定期の報告等） 

第１２条 治療拠点機関は、診療実績や活動実績等について、様式第６号及び第７号

により、指定された期日までに市長に報告しなければならない。 

２ 治療拠点機関は、国又は市等の求めに応じ、専門医療機関の連携拠点機関として

活動実績を取りまとめ、全国拠点機関に報告しなければならない。 

３ 前項の報告に当たっては、市と連携を図るものとする。 

 （治療拠点機関の業務） 

第１３条 治療拠点機関は、指定された依存症等についての専門的な医療の提供を行

うとともに、常に最新の医療提供ができる体制の整備を行う。 

 （業務の委託） 

第１４条 市は、前条の業務を依存症治療拠点機関に委託して実施する。 

   第４章 その他 

 （公表） 

第１５条 市は、指定した専門医療機関及び治療拠点機関について、市のホームペー

ジ上に掲載することによって公表する。 

 （広告） 

第１６条 専門医療機関は、第４条第１項の指定に基づき専門医療機関であることを

広告することができる。なお、広告への記載に当たっては、別表の例を参考に、診

療対象とする依存症等を併せて必ず明示するものとする。 



 

 

２ 前項の規定は、治療拠点機関において準用する。この場合において、同項中「第

４条第１項」とあるのは「第１１条第１項」と、「専門医療機関」とあるのは「治

療拠点機関」と読み替える。 

 （秘密の保持） 

第１７条 本事業に携わる者（当該業務を離れた者を含む。）は、依存症患者等のプ

ライバシーに配慮するとともに、正当な理由がある場合を除き、業務上知り得た情

報等の秘密を漏らしてはならない。 

 （その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は保健衛生総務課が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



 

 

別表（第１５条関係）専門医療機関及び治療拠点機関であることを広告する際の記載例 

 診療対象とする依存症 記載例 

専
門
医
療
機
関 

アルコール健康障害 依存症専門医療機関（アルコール健康

障害） 
薬物依存症 依存症専門医療機関（薬物依存症） 

ギャンブル等依存症 依存症専門医療機関（ギャンブル等依

存症） 

アルコール健康障害／薬物依存

症 
依存症専門医療機関（アルコール健康

障害／薬物依存症） 

アルコール健康障害／ギャンブ

ル等依存症 
依存症専門医療機関（アルコール健康

障害／ギャンブル等依存症） 

薬物依存症／ギャンブル等依存

症 
依存症専門医療機関（薬物依存症／ギ

ャンブル等依存症） 

アルコール健康障害／薬物依存

症／ギャンブル等依存症 
依存症専門医療機関（アルコール健康

障害／薬物依存症／ギャンブル等依存

症） 

治
療
拠
点
機
関 

アルコール健康障害 依存症治療拠点機関（アルコール健康

障害） 
薬物依存症 依存症治療拠点機関（薬物依存症） 

ギャンブル等依存症 依存症治療拠点機関（ギャンブル等依

存症） 

アルコール健康障害／薬物依存

症 
依存症治療拠点機関（アルコール健康

障害／薬物依存症） 

アルコール健康障害／ギャンブ

ル等依存症 
依存症治療拠点機関（アルコール健康

障害／ギャンブル等依存症） 

薬物依存症／ギャンブル等依存

症 
依存症治療拠点機関（薬物依存症／ギ

ャンブル等依存症） 

アルコール健康障害／薬物依存

症／ギャンブル等依存症 
依存症治療拠点機関（アルコール健康

障害／薬物依存症／ギャンブル等依存

症） 

 


